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第 5次岩手県滞納債権対策基本方針に基づく 

収入未済額削減のための取組 

（令和２～４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入未済額削減に向けた県全体での主な取組 

１ 債権管理の徹底 

(1)  債務者等の所在を常に把握し、最新情報を収集するとともに、債権管理 

簿等に記録し、適切に保存する。 

    (2)  定期的に時効管理の状況を確認し、債権回収の進行管理の徹底を図る｡ 

  ２ 債権回収の促進 

(1) 民間委託をより効果的・効率的に活用した債権回収を行うため、長期継 

続契約や随意契約等の導入検討を行い、過年度債権の集中的な回収促進に 

努める。 

(2)  滞納債権回収強化月間（５月・11～12月）を活用し、債権回収の取組を 

 集中的に実施する。 

(3) 返済する資力を有しているにもかかわらず、返済に応じない債務者に対

しては、民事訴訟等の法的措置を講ずることにより、確実な回収を図る。 

(4) 債務者（支払い困難者等）に対しては、延納・分納等による計画的な納 

      付がなされるよう、適切な相談対応を行う。 

３ 新規発生の抑止 

 (1) 期限内納付の励行や納入方法等を含め、制度の事前説明を徹底する。 

 (2) 定期的に債務者等の状況を把握し、納付困難な場合は早期の対応を徹底 

し、新たな未収金の発生を抑制する。 

      ４ 回収不能債権の整理 

債権を回収可能な債権と回収困難な債権に選別し、回収不能債権の整理 

を進める。   

○ 目標 

一般会計、特別会計及び公営企業会計（医療局）に共通 

 ・年度末決算における収入未済額が前年度を下回るよう努める。 

・未収金の新規発生（現年度分）を抑止するよう努める。 

 

公表用 



１　連絡会議対象債権 （単位：千円）

H29 H30 R1 R2 R3（見込み）

2,940,285 2,878,003 2,819,526 2,779,296 2,485,341

看護職員修学資金貸付金 5,146 3,913 3,678 3,073 2,553

生活保護費返還金 47,756 52,935 49,836 52,596 54,585

心身障害者扶養共済制度掛金 1,178 1,041 890 945 261

児童扶養手当返還金 18,087 20,803 16,544 20,276 15,353

児童保護委託措置費 43,166 40,649 38,625 34,228 41,443

児童福祉施設入所者等徴収金 956 660 298 293 302

県営住宅使用料 149,046 155,422 150,280 141,335 160,891

県営住宅駐車場維持管理費 7,115 7,193 7,252 6,527 6,883

公営住宅債権管理 19,877 21,535 16,567 13,097 11,846

中小企業振興資金特別会計 1,899,380 1,870,984 1,852,941 1,840,212 1,537,952

母子寡婦福祉資金特別会計 167,173 167,742 157,798 149,751 143,790

林業・木材産業改善資金 63,397 40,251 33,517 28,078 26,488

県立病院診療費 518,008 494,875 491,300 488,885 482,994

【参考】

＜県全体の収入未済額＞ （単位：千円）

H29 H30 R1 R2 R3（見込み）

27,255,218 27,499,072 27,527,516 28,430,901 27,635,974

＜連絡会議対象債権以外の債権＞ （単位：千円）

H29 H30 R1 R2 R3（見込み）

1,697,356 1,750,645 1,589,211 2,159,186 1,357,981

22,459,243 22,700,716 22,967,843 23,318,988 23,642,644

158,334 167,708 149,207 171,799 148,688
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債権名/年度

県税（加算金含む）

行政代執行費用（県境廃棄物）

その他債権

県全体合計

年度

※３　四捨五入の関係上、「連絡会議対象債権合計」と13債権の集計値は一致しない場合がある。

債権名/年度

連絡会議対象債権合計

収入未済額の状況

※１　連絡会議対象債権は、Ｒ２年度末で管理している13債権を記載している。

※２　上記13債権以外の債権で、Ｒ１年度末で収入未済額を解消した債権は、H27～H30年度の間の収入未済額の合計額に
　　　含めている。



令和3年度　未収金の回収目標に係る取組実績  

徴収率（％） 徴収率（％）

3,073千円
99.4%

2,553千円
99.9%

（83件）
徴収率（％）

（62件）
徴収率（％）

24.7% 18.9%

徴収率（％） 徴収率（％）

52,596千円

83.0%

54,585千円

73.4%

（698件）

徴収率（％）

（852件）

徴収率（％）

5.1% 4.3%

徴収率（％） 徴収率（％）

945千円
100.0%

261千円
99.5%

（67件）
徴収率（％）

（45件）
徴収率（％）

4.2% 0.0%

徴収率（％） 徴収率（％）

20,276千円 61.0% 15,353千円 68.9%

（758件）
徴収率（％）

（896件）
徴収率（％）

7.3% 9.2%

※１　債権回収目標（徴収率、回収額）の設定について

※２　回収実績について

　　　 実際の回収額により徴収率を算定している。
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現年度分

過年度分

現年度分

過年度分

　　　 債権回収目標の設定にあたっては、現年度分及び過年度分それぞれについて、各債権の特徴やこれまでの回収状況を踏まえ、過去数年間の徴収実績の平均や、前年度実績又は分納計画（履行延期申請）
による納入額などを参考に回収目標を設定している。

現年度分

過年度分

心身障害者扶養
共済制度掛金

障がい保健福祉課

一般
会計

過年度分

児童扶養手当返還金

　児童扶養手当を受給していた者
が、届出の遅れにより遡及して手
当が廃止となった場合の、受給し
ていた手当の返還金

過年度分

現年度分

令和3年度回収実績

現年度分

過年度分

現年度分

　加入者（保護者）が生存中に毎
月一定の掛金を納めることによ
り、加入者が死亡又は重度障害と
なったとき、心身障害者に終身一
定額の年金を支給する制度であ
り、その掛金の滞納金

会計 所管部局等 所管室課 債権名 債権の概要

子ども子育て支援
室

保健福祉部

令和3年度末
収入未済額

(件数)

生活保護費返還金
　生活保護法第63条の規定に基づ
く返還金及び同法第78条の規定に
基づく徴収金

医療政策室
看護職員修学資金
貸付金

　修学を容易にし、県内の看護職
員等の確保及び資質の向上を図る
ため、看護職員養成施設及び大学
院に在学する者に対して貸し付け
た修学資金の償還金

令和3年度回収目標
令和2年度末
収入未済額

(件数)

地域福祉課

過年度分

現年度分

現年度分

過年度分



令和3年度　未収金の回収目標に係る取組実績  

徴収率（％） 徴収率（％）

34,228千円 64.3% 41,443千円 60.8%

（2,018件）
徴収率（％）

（4,924件）
徴収率（％）

7.9% 4.0%

徴収率（％） 徴収率（％）

293千円 96.1% 302千円 88.1%

（17件）
徴収率（％）

（37件）
徴収率（％）

2.0% 0.0%

徴収率（％） 徴収率（％）

141,335千円

98.1%

160,891千円

97.2%

（2,399件）

徴収率（％）

（2,514件）

徴収率（％）

17.9% 13.5%

徴収率（％） 徴収率（％）

6,527千円

98.2%

6,883千円

98.1%

（1,948件）

徴収率（％）

（1,953件）

徴収率（％）

19.9% 18.0%

徴収率（％） 徴収率（％）

13,097千円 69.6% 11,846千円 3.3%

（48件）
徴収率（％）

（48件）
徴収率（％）

0.3% 7.4%

※１　債権回収目標（徴収率、回収額）の設定について

※２　回収実績について

　　　 実際の回収額により徴収率を算定している。

令和3年度回収目標

子ども子育て支
援室

　民間の児童福祉施設へ児童が措置された場合
及び里親に児童の養育を委託する場合に、保護
者等からその世帯の収入応じて徴収する負担金

会計 所管部局等 所管室課 債権名

保健福祉部

一般
会計

県土整備部 建築住宅課

現年度分

児童保護委託措置費

現年度分

現年度分

令和3年度回収実績

現年度分

過年度分

過年度分

過年度分

現年度分

令和2年度末
収入未済額

(件数)
債権の概要

過年度分

令和3年度末
収入未済額

(件数)
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児童福祉施設入所者等
徴収金

　　　 債権回収目標の設定にあたっては、現年度分及び過年度分それぞれについて、各債権の特徴やこれまでの回収状況を踏まえ、過去数年間の徴収実績の平均や、前年度実績又は分納計画（履行延期申請）による納入額などを参考に回収目標を設定してい
る。

　県立の児童福祉施設へ児童が措置された場合
に、保護者等からその世帯の収入に応じて徴収
する負担金

過年度分 過年度分

　県営住宅の入居者から徴収する家賃

現年度分 現年度分

県営住宅使用料

県営住宅駐車場
維持管理費

　県営住宅の入居者のうち、駐車場を使用する
者から徴収する使用料

公営住宅債権管理
　県営住宅の明渡請求者が退去するまでの家賃
相当額損害金

現年度分

過年度分 過年度分

現年度分 現年度分

過年度分 過年度分



令和3年度末　未収金の回収目標に係る取組実績  

徴収率（％） 徴収率（％）

100.0% 100.0%

徴収率（％） 徴収率（％）

0.7% 0.85%

徴収率（％） 徴収率（％）

90.2% 90.6%

徴収率（％） 徴収率（％）

14.8% 16.1%

徴収率（％） 徴収率（％）

97.7% 100.0%

徴収率（％） 徴収率（％）

5.3% 5.7%

徴収率（％） 徴収率（％）

99.50% 99.46%

徴収率（％） 徴収率（％）

65.60% 64.60%

2,779,296千円 現年度分 89.0% 2,485,341千円 現年度分 83.0%

36,202件 過年度分 13.5% 38,412件 過年度分 12.5%

※１　債権回収目標（徴収率、回収額）の設定について

※２　回収実績について

　　　 実際の回収額により徴収率を算定している。

合　計

令和3年度末
収入未済額

(件数)

    などを参考に回収目標を設定している。

5

482,994千円
（3,625件）

県立病院診療費
　県立病院等を利用した際に、
患者が支払うべき一部負担金

488,885千円

現年度分

（3,711件）

過年度分

公営
企業
会計

　　　 債権回収目標の設定にあたっては、現年度分及び過年度分それぞれについて、各債権の特徴やこれまでの回収状況を踏まえ、過去数年間の徴収実績の平均や、前年度実績又は分納計画（履行延期申請）による納入額

（11件）

現年度分

過年度分

医療局
医事企画課

団体指導課
（11件）

林業・木材産業改善資金貸付金
28,078千円

過年度分

現年度分

過年度分

現年度分

過年度分

143,790千円

現年度分

（19件）

令和3年度回収実績

現年度分

過年度分

1,537,952千円
（17件）

令和3年度回収目標
令和2年度末
収入未済額

(件数)

過年度分

1,840,212千円

149,751千円

会計 所管部局等 所管室課 債権名 債権の概要

特別
会計

商工労働観光部 経営支援課 中小企業振興資金特別会計

　中小企業の設備の近代化、又
は中小企業組合等の事業の高度
化のため、県又は県と（独）中
小企業基盤整備機構が連携し貸
付けした貸付金

農林水産部

保健福祉部 子ども子育て支援室

　母子、父子及び寡婦が扶養し
ている子の修学資金等として借
用した母子福祉資金、父子福祉
資金及び寡婦福祉資金貸付金の
償還金

　林業者等が経営改善を図るた
めに行う加工、販売等の新たな
取組に必要な資金を無利子で貸
付けした貸付金

母子父子寡婦福祉資金特別会計

現年度分

（24,425件）

過年度分

（23,428件）

26,488千円

現年度分


